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報道関係者各位                                                  2019年 6 月 4日 

一般社団法人日本テレワーク協会 

 

 

この度、一般社団法人日本テレワーク協会（会長：加藤 薰、所在地：東京都千代田区、

以下日本テレワーク協会）は、和歌山県及び長野県と、ワーケーション（※１）が日本のワ

ークスタイル変革及び地方創生の推進に大いに資するものと一致しましたところ、両県等

と協力し、２０１９（令和元）年７月１８日（木）に、東京大手町で、ワーケーションの全

国的な普及推進活動の第一歩となる全国フォーラム、「ワーケーション・スタートアップ！」

フォーラム（※２）を開催することとしました。 

 

また、和歌山県及び長野県は、ワーケーションの更なる拡大のため、関係自治体が主体的

に連携して活動していくべきと一致したところ、同フォーラムにおいて、今後のワーケーシ

ョン推進に関する全国的な自治体間連合「ワーケーション自治体協議会」（通称：ワーケー

ション・アライアンス・ジャパン（ＷＡＪ））の設立に向けた協力確認書（ワーケーション・

スタートアップ宣言）の署名式（※２）を実施します。 

 

 今後、日本テレワーク協会は、ワーケーションの更なる普及・浸透及びＷＡＪの立ち上げ

等に向け、和歌山県及び長野県と協力して参ります。 

 

※１ ワーケーションとは、テレワークを活用し、普段の職場から離れ、リゾート地等の地

域で、普段の仕事を継続しつつ、その地域ならではの活動を行うことであり、令和の時代の

新しい生き方・働き方として、全国に急速に広がっている取組です。 

※２ 「ワーケーション・スタートアップ！」及びＷＡＪ設立に向けた協力確認書の署名式

の詳細については、別添のとおりとなります。 

   ○ 「ワーケーション・スタートアップ！」開催日時 

     ２０１９（令和元）年７月１８日（木）１４時～１７時頃 

     （「ワーケーション・スタートアップ宣言」署名式は 14時 30分から 15分程度を予定） 

   ○ 「ワーケーション・スタートアップ！」開催場所 

     大手町プレイス カンファレンスセンター2階ホール A・B 

（東京都千代田区大手町 2-3-1） 

  

 

 

 

令和の時代の新しい生き方・働き方「ワーケーション」に関する 

フォーラム及び「ワーケーション・スタートアップ宣言」署名式の開催 

https://japan-telework.or.jp/news/newsrelease_workationstartup/ 

 

【本件お問い合わせ先】 

一般社団法人 日本テレワーク協会 富樫、大沢 

TEL  03-5577-4572      

e-mail seminar@japan-telework.or.jp 

URL http://www.japan-telework.or.jp 

News Release 
 

https://japan-telework.or.jp/news/newsrelease_workationstartup/
http://www.japan-telework.or.jp/
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「ワーケーション・スタートアップ！」開催概要 

 

１ 開催目的・概要 

現在、テレワーク普及等のワークスタイル変革の進展に伴い、時間・場所の使い方を

自分らしく見直し、充実した働き方が実現可能な時代となり始めており、その一例とし

て、企業・個人が、テレワークを活用し、普段の職場から離れ、リゾート地等の地域

で、普段の仕事を継続しつつ、その地域ならではの活動を行う「ワーケーション」が全

国に広がってきています。また、地方創生の観点からも、ワーケーションにより、地域

への訪問・滞在が活発になることで、地域経済への貢献のみならず、地域間交流がより

活性化されること等が期待されています。 

今回、一般社団法人日本テレワーク協会は、ワーケーション先行自治体の和歌山県、

長野県と、ワーケーションがワークスタイル変革及び地方創生の推進に大いに資すると

一致したところ、今後のワーケーションの普及推進活動の第一歩として、全国のワーケ

ーション推進自治体・企業及びワーケーション実施者が一堂に集い、各主体からワーケ

ーションの取組・魅力を発信するフォーラム、「ワーケーション・スタートアップ！」

を開催することとしました。 

また、和歌山県及び長野県は、ワーケーションの更なる拡大のため、自治体側も主体

的に連携して活動していくべきと一致したところ、日本テレワーク協会も協力し、「ワ

ーケーション・スタートアップ！」において、今後のワーケーション推進に関する全国

的な自治体間連合「ワーケーション自治体協議会」（通称：ワーケーション・アライア

ンス・ジャパン（ＷＡＪ））の設立に向けた協力確認書（ワーケーション・スタートア

ップ宣言）の署名式を実施します。 

２ 日時・場所（プログラム案は別紙のとおり） 

2019（令和元）年 7月 18日（木）14時～17時頃 

（会合終了後に交流会を 1時間 30分程度実施） 

大手町プレイス カンファレンスセンター2階ホール A・B 

（東京都千代田区大手町 2-3-1） 

３ 主催者等 

主催：一般社団法人日本テレワーク協会 

特別協力自治体：和歌山県、長野県 

賛同自治体（調整中）：三重県、秋田県湯沢市、神奈川県鎌倉市、長野県軽井沢町、 

静岡県下田市、三重県志摩市、和歌山県田辺市・白浜町・串本町 

協力企業等：（調整中） 

後援：総務省（申請中）、経済産業省（申請中）、他調整中 

４ 対象者：ワーケーションに関心のある自治体・企業等 

５ 参加申込方法：こちらをクリックしてお申し込みください。 

    ※交流会のみの参加はできません。 

６ 参加申込締切：2019（令和元）年 7月 17日（水）正午 

別添 

https://reg34.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=qco-lctfti-b2586e8462fa3b1f1025402bc9e02f87
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７ 参加費用：無料 

８ 定員：300名（応募多数の場合は、締切をさせていただきます） 

９ その他：日本テレワーク協会により、本フォーラムの実施および、ＷＡＪの趣意にご

賛同、ご協力いただける企業・団体等の募集を行いますところ、応募等詳しくはこち

らをご覧ください。 

 

（裏面へ続きます→） 

 

https://japan-telework.or.jp/news/about-forum/
https://japan-telework.or.jp/news/about-forum/
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別紙 

 

プログラム案 

 

１ ワーケーション・スタートアップ！ 

（１）ワーケーション・スタートアップ開会式等 

１４時 ～ １４時１０分 開会挨拶・趣旨説明 

和歌山県知事 仁坂 吉伸 

１４時１０分 ～ １４時１５分 来賓挨拶 

 （調整中）経済産業省 

１４時１５分 ～ １４時３０分 基調講演「企業と地域にメリットをもたらすワーケーションとは」 

（株）テレワーク・マネジメント代表取締役社長 田澤 由利 

 

（２）第一部 自治体セッション 

ア ワーケーション自治体協議会設立に向けた協力確認書（ワーケーション・スタート

アップ宣言）署名式 

１４時３０分 ～ １４時３５分 長野県挨拶 

長野県知事 阿部 守一 

１４時３５分 ～ １４時４０分 日本テレワーク協会挨拶 

１４時４０分 ～ １４時４５分 長野県・和歌山県署名式（署名・記念撮影） 

イ （調整中）協力自治体・賛同自治体の取組発表・記者会見等 

１４時４５分 ～ １４時５５分 長野県の取組 

１４時５５分 ～ １５時５分 和歌山県の取組 

１５時５分 ～ １５時１０分 鎌倉市の取組 

１５時１０分 ～ １５時１５分 賛同市町村（調整中）の取組 

１５時１５分 ～ １５時３０分 休憩・記者会見（ぶら下がり形式で実施） 

 

（３）第二部 企業側セッション 

１５時３０分 ～ １６時４０分頃 （調整中）ワーケーション推進企業からの講演 

 

（４）ワーケーション・スタートアップ第一部・第二部閉会式 

第二部終了後 ～  閉会挨拶 

 （調整中）総務省 

※講演等は変更になることがございますので予めご了承ください。 

  

２ 交流会（第二部終了後～1時間半程度） 

（１）交流会開会挨拶 

（２）乾杯 

（３）ピッチ・セッション 

（４）交流会閉会挨拶 
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【参考資料】 

一般社団法人 日本テレワーク協会概要 

 

■名 称  

一般社団法人日本テレワーク協会 

 （Japan Telework Association） 

 

■代表者 

会長  加藤 薰 

 

■所在地  

〒101-0062 

東京都千代田区神田駿河台 1-8-11東京 YWCA会館 3階  

TEL：03-5577-4572  FAX：03-5577-4582 

URL：http://www.japan-telework.or.jp/ 

 

■協会理念 

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方であるテレ

ワークを、広く社会に普及・啓発することにより個人に活力とゆとりをもたらし、企業・

地域が活性化できる調和のとれた日本社会の持続的な発展に寄与する。 

 

■事業内容 

①政府の普及・啓発施策への協力、政策提言 

②テレワークに関するコンサルティング 

③テレワークに関する調査・研究 

④先進企業等への「テレワーク推進賞」表彰事業 

⑤テレワークに関する出版 

⑥テレワーク関連シンポジウム・セミナーの実施  等 

 

■会員数 

292企業・団体（2019 年 4月 1日現在） 

 

■関係省庁 

総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省 

 

■沿 革 

平成 ５年６月 社団法人日本サテライトオフィス協会発足  

平成１２年１月 社団法人日本テレワーク協会に名称変更   

平成２５年４月 一般社団法人日本テレワーク協会に移行   


